
貝塚市の給与・定員管理等について  

１ 総括  

 (1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 住民基本 

台帳人口 

(1８年度末) 

歳 出 額 

Ａ 

実質収支 人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

17 年度の

人件費率 

18 年度 人 

90,007 

千円 

25,056,711 

千円 

369,292 

千円 

6,458,694 

％ 

 25.8 

％ 

25.5 

 

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

給     与     費 区 分 職員数 

Ａ 給  料 職員手当 期末･勤勉手当 計  Ｂ 

一人当

たり 

給与費 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

類似団体平

均一人当た

り給与費 

18 年度 人 

606  

千円 

2,467,511 

千円 

653,583 

千円 

1,085,555 

千円 

4,206,649 

千円 

6,942 

千円 

6,809 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。  

２ 職員数は、平成１8 年４月１日現在の人数である。 

 

(3) 特記事項 

平成 10 年 4 月から課長級以上の職員について、管理職手当の 10％とそれに対応する地

域（調整）手当の減額支給を行っている。 

 

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 
 
（注）１：ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示

す指数である。  

２：類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を 単純平均し

たものである。  



２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

（平成 1９年４月１日現在）  

[１]一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

貝塚市 歳 

４１．５ 

円 

337,894  

円 

428,398  

円 

400,265  

大阪府 歳 

４４．３ 

円 

349,153  

円 

457,708  

円 

409,250  

国 歳 

４０．７ 

円 

325,724   

円 

―    

円 

383,541  

類似団体 歳 

４４．８ 

円 

355,518 

 円 

446,117  

円 

412,243  

 

[２]技能労務職 

 公   務   員 民  間 備考 

区 分 平均 

年齢 
職員数 平均 

給料月額 
平均 

給与月額 
(A) 

平均 

給与月

額 

（国ベー

ス） 

対応する

民間 

の類似

職種 

平均 

年齢 
平均 

給与月

額 
(B) 

Ａ／Ｂ 

貝塚市 歳 

４０．２ 

人 

１００ 

円 

305,602 

円 

372,458 

円 

353,031 

― ― ― ― 

うち 

清掃職員 

歳 

４０．５ 

人 

４１ 

円 

320,224 

円 

398,845 

円 

371,674 

廃棄物

処理業

従業員 

歳 

４３．３ 

円 

299,800 

１．３３ 

うち 
給食調理

員 

歳 

４０．１ 

人 

２５ 

円 

273,048 

円 

311,044 

円 

307,828 

調理士 歳 

４３．１ 

円 

260,500 

１．１９ 

うち 

庁務員 

 歳 

４１．８ 

人 

１３ 

円 

323,092 

円 

377,067 

円 

372,903 

用務員 歳 

５３．９ 

円 

227,200 

１．６６ 

うち 

運転手 

歳 

４０．１ 

人 

１ 

円 

279,100 

円 

342,165 

円 

320,512 

自家用

乗用自

動車運

転者 

歳 

５４．６ 

円 

349,300 

０．９８ 

うち 
電話交換

手 

歳 

４９．１ 

人 

２ 

円 

375,300 

円 

408,821 

円 

408,821 

― ― ― ― 

 

うち 
その他職員 

歳 

３７．６ 

人 

１８ 

円 

298,606 

円 

391,967 

円 

354,605 

― ― ― ― 

大阪府 歳 

４７．３ 

人 

１２５３ 

円 

323,242 

円 

407,690 

円 

377,457 

― ― ― ― 

国 歳 

４８．８ 

人 

５１９３ 

   円 

287,094 

― 円 

320,514 

― ― ― ― 

類似団体 歳 

４７．０ 

人 

５５ 

円 

331,155 

円 

391,139 

円 

371,710 

― ― ― ― 



 

 

参         考 

年収ベース（試算値）の比較 

区 分 

公務員 

（Ｃ） 

民間 

（Ｄ） 

Ｃ／Ｄ 

貝塚市 ― ― ― 

うち清掃職員 円 

6,469,186 

円 

4,192,600 

   

１．５４ 

うち給食調理員 円 

5,184,636 

円 

3,419,800 

   

１．５２ 

うち庁務員 円 

6,117,839 

円 

3,284,300 

 

１．８６ 

うち運転手 円 

5,534,619 

円 

5,059,200 

 

１．０９ 

うち電話交換手 ― ― ― 

 

うちその他職員 ― ― ― 

※１：上記中、「その他職員」とは、葬儀員及び土木工員である。 

２：民間データは、厚生労働省の賃金構造基本統計調査において公表されているデータ（平成 16 年～

18 年の３ヶ年平均）を使用している。 

なお、調理士及び自家用自動車運転者については大阪府のデータを記載しているが、廃棄物処理業

従業員及び用務員については、都道府県別データがないため全国のデータを記載している。 

また、電話交換手及びその他の職員については、対応する類似職種や公表データがないため記載し

ていない。 

３：公務員の「技能労務職の職種」と民間の「類似職種」については、公務員が正規職員のみを対象と

したデータであるのに対して、民間のデータは短期雇用や非正規雇用を含んだデータであり、経験年数、

平均年齢、業務内容、雇用形態が一致していないため、単純に比較できるものではない。 

４：年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、

公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の

額を加えた試算値である。 

 

[３]教育職のうち幼稚園教諭 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

貝塚市     歳 

４９．５ 

円 

410,000 

円 

460,541 

円 

455,327 

大阪府 ― ― ― ― 

類似団体 ― ― ― ― 

（注）１： 「平均給料月額」とは、平成 1９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均であ

る。 

２： 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤

務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにさ

れているものである。 

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当

等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算 したものである。 

 

 

 



 

(2) 職員の初任給の状況（平成 1９年４月１日現在） 

区    分 貝   塚   市 大 阪 府 国 

大 学 卒 185,600 円 176,800 円 170,200 円 一般行政職 

高 校 卒 155,300 円 142,800 円 138,400 円 

高 校 卒 155,300 円 136,400 円 ― 技能労務職  

(給食調理員以外) 中 学 卒 ― 130,800 円 ― 

高 校 卒 145,400 円 ― ― 技能労務職 
 (給食調理員) 中 学 卒 ― ― ― 

大 学 卒 197,400 円 ― ―  教 育 職 
 (幼稚園教諭) 高 校 卒 175,100 円 ― ― 

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 19 年４月１日現在） 

  区    分  経験年数 10 年  経験年数 15 年   経験年数 20 年  

大 学 卒 256,900 円 309,900 円 350,700 円 一般行政職 

高 校 卒       ―       ―       ― 

高 校 卒 232,600 円 266,700 円 319,100 円 技能労務職 

中 学 卒       ―       ―       ― 

大 学 卒       ―       ―       ― 教 育 職 
(幼稚園教諭) 短 大 卒       ―       ―       ― 

 

 



３ 一般行政職の級別職員数等の状況  

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成 1９年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１ 級 部長の職務 １１人 ３．６％ 

２ 級 理事の職務 ０人 ０．０％ 

３ 級 課長の職務 ４５人 １４．８％ 

４ 級 課長補佐の職務 ５４人 １７．８％ 

５ 級 係長の職務 ７６人 ２５．０％ 

６ 級 副主査の職務 ２９人 ９．５％ 

７ 級 相当高度の知識等を必要とする業務を行う職務 ７２人 ２３．７％ 

８ 級 定型的な業務を行う職務 １７人 ５．６％ 

（注）１： 貝塚市職員給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

２：標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。  

 
 

注 平成１９年１月１日より、７級制から８級制に変更している。 

 

(2) 昇給への勤務成績の反映状況 

未実施 

 



４ 職員の手当の状況  

 (1) 期末手当・勤勉手当 

貝塚市 大阪府 国 

１人当たり平均支給額（１８年度） 

1,796  千円 

１人当たり平均支給額（１８年度） 

1,896  千円 

― 

（１８年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

３．０月分  １．４５月分 

(１．６)月分 (０．７５)月分 

（１８年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

３．０月分  １．４５月分 

(１．６)月分 (０．７５)月分 

（１８年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

３．０月分   １．４５月分 

(１．６)月分  (０．７５)月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による 

加算措置 
役職加算    ５～２０％ 

管理職加算 １０～２０％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による 

加算措置 
役職加算    ５～２０％ 

管理職加算 １０～２５％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による 

加算措置 
役職加算    ５～２０％ 

管理職加算 １０～２５％ 

  （注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。(公営企業分を除く） 

 

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）    未実施 

 

(2) 退職手当（平成 1９年４月１日現在） 

貝塚市 国 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 

勤続 20 年    23.50 月分    30.55 月分 

勤続 25 年    33.50 月分    41.34 月分 

勤続 35 年    47.50 月分    59.28 月分 

最高限度額    59.28 月分    59.28 月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置(2～20%加算) 
1 人当たり平均支給額 

7,967 千円    26,673 千円 

（支給率）    自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年    23.50 月分   30.55 月分 

勤続 25 年    33.50 月分  41.34 月分 

勤続 35 年    47.50 月分   59.28 月分 

最高限度額    59.28 月分   59.28 月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置(2～20%加算) 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１8 年度に退職した職員に支給された平均額である。

(公営企業分を除く） 

 

(3) 地域手当（平成１９年４月１日現在） 

支 給 実 績（１８年度決算） 230,804 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（1８年度決算）       348,119   円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

貝塚市全域（教育職除く） ７  ％      ６１３ 人     ６  ％ 

貝塚市全域（教育職） １０  ％      ３９ 人     ６  ％ 

 

（２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率） 

貝塚市全域（教育職除く） ６    ％ ６     ％ 

貝塚市全域（教育職） １０    ％ ６     ％ 

 （注） 国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き下げ

ることとしている。 

 

 

 



(4) 特殊勤務手当（平成 1９年４月１日現在） 

支給実績（１８年度決算）               8,602  千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）               74,151    円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（１８年度）               １７．５    ％ 

手当の種類（手当数）                        

１１ 

手当の名称 主な支給対象職

員 

主な支給対象業務 左記職員に対する支給

単価 

救急業務従事手当 消防職員 救急業務 1 件 100 円 

救急救命士従事手当 消防職員のうち救

急救命士法に基

づく免許を受けた

職員 

救急救命士の業務に従事

したとき 

１件２０００円 

災害出動手当 消防職員 出火出動、救助出動又は

災害出動により災害現場

で災害救助の指導、監督

又は作業に従事したとき 

1 件 300 円 

高所作業従事手当 消防職員 地上 10 メートル以上のハ

シゴ車等足場の不安定な

場所において消火その他

の作業及び訓練に従事し

たとき 

日額 230 円 

感染症防疫作業従事手当 廃棄物対策課に

勤務する職員 

感染症予防法に基づく消

毒業務やそ族、昆虫の駆

除業務 

日額 230 円 

夜間交代勤務手当 消防職員 交代勤務職員が深夜の作

業に従事したとき 

1 回 410 円(深夜にお

ける勤務時間が 2 時

間を超える場合にあっ

ては 780 円) 

年末年始勤務手当 消防職員等 年末年始(12/30～1/4)に

勤務したとき 

勤務 1 時間につき

1,000 円 

じんあい収集作業等従事手

当 

廃棄物対策課に

勤務する職員 

じんあい収集業務又は機

械により薬剤散布業務を

行うとき 

1 日 500 円 

下水道清掃作業等従事手当 施設保全課に勤

務する職員 

下水の清掃又は消毒業務 1 日 300 円 

廃棄物対策課に

勤務する職員 

(第 1 種) 

犬猫等の死体の収集、運

搬業務 

1 回 350 円 動物死体処理作業従事手当 

(第 1 種及び第 2 種) 

生活衛生課に勤

務する職員 

(第 2 種) 

犬猫等の死体の処分業務 

1 回 150 円 

納棺・火葬業務従事手当 生活衛生課に勤

務する職員 

納棺・火葬業務 1 件 500 円 

 

 

 

 

 



(5) 時間外勤務手当 

支給実績（１８年度決算）            153,561  千円 

職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）            231,615    円 

支給実績（１７年度決算）            154,625  千円 

職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）            232,518    円 

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当及び夜間勤務手当を含む。 

 

(6) その他の手当（平成 1９年４月１日現在） 

手当名  内容及び支給単価  国の制

度との

異同 

国の制度と 異なる内

容 
  支給実績 

（１８年度決

算） 

支給職員１人

当たり 平均支

給年額 
（１8 年度決

算） 

扶養手当 配偶者         13,000 円 

配偶者以外        6,000 円 

1 人(配偶者非扶養)   6,500 円 

1 人(配偶者なし)    11,000 円 

特定期間の加算    5,000 円 

同じ   84,223 千円 234,603 円 

住居手当 自宅(持家) 2,500 円 

借家・貸間 家賃の 1/2 の額 

(上限 27,000 円) 

一律支給分 6,000 円 

異なる 国については、 

・自宅 

新築又は購入の 日

から５年を超えない

ものに限定 

・借家・貸間 

12,000 円を超える 

家賃に限定 

・一律支給分 

規定なし 

97,259 千円 154,380 円 

通勤手当 
 

片道 2 ㎞未満については支給対象外 

自動車(交通用具) 

2～4km 2,950 円 (2,000 円)

4～6km 4,450 円 (3,000 円)

6～8km 5,900 円 (4,000 円)

8～10km 7,350 円 (5,000 円)

10～12km 8,850 円 (6,000 円)

12～14km 10,300 円 (6,000 円)

14～16km 11,750 円 (6,000 円)

16～18km 13,250 円 (6,000 円)

18～20km 14,700 円 (6,000 円)

20～ 16,200 円 (6,000 円)

交通機関等 

運賃相当額(６箇月定期代) 

異なる 国 

・自動車と自転車

等の区別なし。距

離制限 60 ㎞ま

で。距離区分は 5

㎞毎の設定 

・交通機関利用

者については月

額 55,000 円の支

給制限あり。 

38,533 千円 70,702 円 

管理職手

当 

部長    月額 60,300 円 

課長    月額 43,200 円 

課長補佐（幼稚園長） 

月額 37,000 円 

異なる  国 

組織・官職により

規定する額 

74,457 千円 489,845 円 

義務教育等

教員特別手

当 

教育職員に対し 20,200 円を超えない範

囲で職務の級及び号給に応じて支給  
- - 4,819 千円 120,472 円 

宿日直手当 1 回 4,200 円  同じ    支給実績なし ―   円 



５ 特別職の報酬等の状況（平成１９年４月１日現在） 

区     分 給料月額等 

（参考）類似団体における最高／最低額 給料  

市     長 

 

副  市  長 

 

854,400 円 

( 960,000 円 ) 

738,700 円 

( 830,000 円 ) 

987,000 円／ 435,000 円 

 

815,000 円／ 612,800 円 

報酬 議     長 

 

副  議  長 

 

議     員 

589,000 円 

( 620,000 円 ) 

560,500 円 

( 590,000 円 ) 

522,500 円 

( 550,000 円 ) 

737,000 円／ 400,000 円 

 

652,700 円／ 350,000 円 

 

590,900 円／ 320,000 円 

市     長 

副  市  長 

 （平成 1９年度支給割合） 

４．４５月分  

期末手当 

議     長 

副  議  長 

議     員 

 （平成 1９年度支給割合） 

４．４５月分 

退職手当 市     長 

副  市  長 

 （算定方式）             (１期の手当額)   （支給時期） 
給料月額×在職月数×０．５×０．６  13,824 千円      任期毎 

給料月額×在職月数×０．３×０．６    7,171 千円      任期毎 

（注）１：給与及び報酬の( )内は、減額措置を行う前の額である。 

２：退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８

月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 

 



６ 職員数の状況  

  (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由  

                                                                   （各年４月１日現在） 

職  員  数      区 分 

部 門 平成１８年 平成１９年 

対 前 年 

増 減 数 

主な増減理由 

議 会 

総 務 

税 務 

民 生 

衛 生 

労 働 

農林水産 

商 工 

土 木 

６ 

８２ 

３９ 

１１８ 

７６ 

１ 

１４ 

５ 

５８ 

６ 

８０ 

４０ 

１１８ 

７３ 

１ 

１３ 

５ 

５７ 

０ 

△２ 

１ 

０ 

△３ 

０ 

△１ 

０ 

△１ 

事務の統廃合、縮小、欠員不補充 

一
般
行
政
部
門 

計  ３９９ ３９３ △６ <参考>平成１９年４月１日 

人口 10,000 人当たり職員数  43.66 人 
(類似団体の人口 10,000 人当たり職員数

48.52 人） 

教育部門 １２６ １２１ △５ 給食調理員嘱託化,事務の統廃合、縮

小、欠員不補充 

消防部門 ８２ ８３ １ 業務増 

普
通
会
計
部
門 

小  計 ６０７ ５９７ △１０ <参考>平成１９年４月１日 

人口 10,000 人当たり職員数  66.33 人 
(類似団体の人口 10,000 人当たり職員数

65.23 人） 

病 院 

水 道 

下水道 

その他 

２５４ 

４０ 

２６ 

３１ 

２４８ 

４０ 

２６ 

３０ 

△６ 

０ 

０ 

△１ 

欠員不補充 公営会企計

業部等門 

小  計 ３５１ ３４４ △７  

合  計 ９５８ 

[1,064] 

９４１ 

[1,064] 

△１７ 

[  0] 

<参考>平成１９年４月１日 

人口 10,000 人当たり職員数 104.55 人 

（注）１：職員数は一般職に属する職員数である。  

２：[   ]内は、条例定数の合計である。 

 

 



 (2) 年齢別職員構成の状況（平成１９年４月１日現在） 

 
 

 
区 分 20 歳 

 

未満 

20 歳 

｜ 

23 歳 

24 歳 

｜ 

27 歳 

28 歳 

｜ 

31 歳 

32 歳 

｜ 

35 歳 

36 歳 

｜ 

39 歳 

40 歳 

｜ 

43 歳 

44 歳 

｜ 

47 歳 

48 歳 

｜ 

51 歳 

52 歳 

｜ 

55 歳 

56 歳 

｜ 

59 歳 

60 歳 

 

以上 

 

計 

職員数 人 

１ 
人 

３３ 
人 

９６ 
人 

１１０ 
人 

１０５ 
人 

１０５ 
人 

１０２ 
人 

８６ 
人 

９７ 
人 

１２２ 
人 

８１ 
人 

２ 
人 

９４０ 

 

 



 (3) 定員管理の数値目標及び進捗状況  

    [１] 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 

平成１７年４月１日 

職員数 

平成２２年４月１日 

職員数 

純減数 純減率 

９５４人 ９４４人 １０人 １．０５％ 

 

（参考）定数管理の数値目標（数・率） 

        計画期間 

始 期 終 期 

数値目標 

平成１７年４月１日 平成２２年４月１日  企業会計を除く職員数６６４人

を６３９人に削減する。 

 

[２] 定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要  

                                                                          （各年４月１日現在） 

        区 分 

  部 門 

17 年 

計画始期 

18 年 

1 年

目 

19 年 

2 年

目 

20 年 

3 年

目 

10 年～17 年 

計 

（参考） 

数値目標 

備考 

職員数  ４０７ ３９９ ３９３ － ― ― 一般行政 

増減 ― △８ △６   △68（ - ％）   

職員数  １２８ １２６ １２１ － ― ― 教育 

増減 ― △２ △５   △17（ - ％）   

職員数  ８０ ８２ ８３ － ― ― 消防 

増減 ― ＋２ ＋１   △1（ - ％）   

職員数 ３３９ ３５１ ３４４ － ― ― 公営企業

等会計 増減 ― ＋１２ △７   △1（ - ％）   

職員数 ９５４ ９５８ ９４１ － ― ― 計 

増減 ― ＋４ △１３   △87（ - ％）   

５年間で 

企業会計

を除く職員

数６６４人

を６３９人

に削減 

（注）１：計画期間は、１７年～２２年の５年間である。 

２：（ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。 

３：増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年

までの職員増減数の累計を示す。 

 

 



７ 公営企業職員の状況  

 (1) 水道事業  

 [１] 職員給与費の状況  

ア 決算 

区分 総費用Ａ  純損益又は実

質収支 

職員給与費    

Ｂ  

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

 17 年度の総費用に占

める職員給与費比率 

１８年度  千円 

1,865,476 

千円 

112,103 

千円 

399,851 

％ 

21.4 

               ％ 

20.7 

 

給     与     費 区分 職員数 

Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計  Ｂ  

一人当たり 

給与費 

Ｂ／Ａ 

【参考】 

市町村一人当

たり給与費 

Ｂ／Ａ 

1８年度 人 

39 

千円 

178,996 

千円 

19,005 

千円 

69,797 

千円 

267,798 

千円 

6,867 

千円 

6,895 

（注）１：職員手当には退職給与金を含まない。 

２：職員数は、１９年３月３１日現在の人数である。 

 

イ  特記事項 

平成 10 年 4 月１日から課長級以上の職員について、管理職手当の 10％とそれに対応す

る地域(調整）手当の減額支給を行っている。 

 

[２] 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成 1９年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

貝塚市(水道)  ４１．４歳 382,470 円 572,218 円 

市町村 平 均 ４５．３歳  375,666 円 572,943 円 

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

 

[３] 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

貝塚市（水道） 貝塚市（一般行政職） 

１人当たり平均支給額（1８年度） 

1,790  千円 

１人当たり平均支給額（1８年度） 

1,796   千円 

（１８年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

３．０  月分     １．４５月分 

(１．６) 月分    (０．７５)月分 

（１８年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

 ３．０月分   １．４５月分 

(１．６)月分  (０．７５)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算     5～20％ 

管理職加算  10～20％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算     5～20％ 

管理職加算  10～20％ 

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 

 

 



イ 退職手当（平成 1９年４月１日現在） 

貝塚市(水道）    貝塚市（企業を除く全会計） 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 

勤続 20 年   23.50 月分    30.55 月分 

勤続 25 年   33.50 月分    41.34 月分 

勤続 35 年   47.50 月分    59.28 月分 

最高限度額    59.28 月分    59.28 月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置(2～20%加算) 
1 人当たり平均支給額 

（自己都合） （勧奨・定年） 

なし  29,401 千円  

（支給率）    自己都合 勧奨・定年 

勤続 20 年    23.50 月分    30.55 月分 

勤続 25 年    33.50 月分    41.34 月分 

勤続 35 年    47.50 月分    59.28 月分 

最高限度額     59.28 月分    59.28 月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置(2～20%加算) 
1 人当たり平均支給額 

（自己都合） （勧奨・定年） 

7,967 千円 26,673 千円  

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、1８年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額で

ある。 

  

ウ 地域手当（平成 1９年４月１日現在） 

支 給 実 績（１８年度決算）            13,642 千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（17 年度決算）             349,795 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度 

（支給率） 

 貝塚市全域 ７％ ４０人           ７ ％ 

 

（２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率） 

貝塚市全域 ６ ％            ６ ％ 

（注）国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げるこ

ととしている。 

 

エ 特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在） 
支給実績（1８年度決算） 249 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（1８年度決算） 14,647 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（1８年度） 43.6 ％ 

手当の種類（手当数） ４ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給

単価 

給・配水管修繕手当 工務課に勤務する職員  交通を遮断することなく行

う給・配水管修繕業務  

１日２５０円 

有害物取扱手当 浄水課に勤務する職員  法に規定する特定化学物

質等、毒物又は劇物を取り

扱う作業に従事したとき  

１日１５０円 

緊急出動手当  全職員  正規の勤務時間外に事故

等で緊急出動を命じられた

とき  

1 回 1,000 円 

年末年始勤務手当  全職員  年末年始（12/30～1/4）に

勤務したとき  

勤務 1 時間につき 

1,000 円 

 

 



オ 時間外勤務手当 
支給実績（17 年度決算）            4,619 千円 

職員１人当たり平均支給年額（17 年度決算）           128,301 円 

支給実績（1８年度決算）            3,812 千円 

職員１人当たり平均支給年額（1８年度決算）            97,744 円 

  （注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

 

 カ その他の手当（平成 1９年４月１日現在） 
手 当 名 内容及び支給単価  一般行

政職の

制度と

の異同 

一般行政職の制

度と異なる内容 
  支給実績

（１８年度決

算） 

支給職員１人当

たり 平均支給年

額（１８年度決

算） 

扶養手当 配偶者         13,000 円 

配偶者以外         6,000 円 

1 人(配偶者非扶養)    6,500 円 

1 人(配偶者なし)    11,000 円 

特定期間の加算    5,000 円 

同じ    6,128 千円 245,120 円 

住居手当 自宅(持家) 2,500 円 

借家・貸間 家賃の 1/2 の額 

(上限 27,000 円) 

一律支給分 6,000 円 

同じ   7,162 千円 183,641 円 

通勤手当 片道 2 ㎞未満については支給対象外 

自動車(交通用具) 

2～4km 2,950 円 (2,000 円)

4～6km 4,450 円 (3,000 円)

6～8km 5,900 円 (4,000 円)

8～10km 7,350 円 (5,000 円)

10～12km 8,850 円 (6,000 円)

12～14km 10,300 円 (6,000 円)

14～16km 11,750 円 (6,000 円)

16～18km 13,250 円 (6,000 円)

18～20km 14,700 円 (6,000 円)

20～ 16,200 円 (6,000 円)

交通機関等 

運賃相当額(６箇月定期代)  

同じ   2,601 千円 83,903 円 

管理職手当 部長    月額 60,300 円 

課長    月額 43,200 円 

課長補佐 月額 37,000 円 

同じ    5,181 千円 471,000 円 

 

[４] 定員管理の数値目標及び進捗状況  

 ア 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 

平成 17 年 4 月 1 日 

職員数 

平成 22 年 4 月 1 日 

 職員数 

純減数 純減率 

４１    人 ４１    人 ０ 人 ０ ％ 

 

イ  定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要  

        →6(3)[２]の参考を参照 



 

 (２) 病院事業  

 [１] 職員給与費の状況  

ア 決算 

区分 総費用Ａ  純損益又は

実質収支 

職員給与費

Ｂ  

総費用に占め

る職員給与費

比率Ｂ／Ａ 

(参考) 

1７年度の総費用に占

める職員給与費比率 

1８年度  千円 

5,566,371 

千円 

△411,305 

千円 

2,897,251 

 ％ 

５２．０ 

％ 

４５．２ 

 

給     与     費 区分 職員数 

Ａ 給 料 職員手

当 

期末･勤勉

手当 

計  Ｂ  

一人当

たり 

給与費 

Ｂ／Ａ 

【参考】 

市町村 

一人当たり 

給与費 

Ｂ／Ａ 

1８年度 人 

255 

千円 

1,016,998 

千円 

535,707 

千円 

448,486 

千円 

2,001,191 

千円 

7,848 

千円 

6,984 

 (注)１：職員手当には退職給与金を含まない。 

   ２：職員数は、１９年３月３１日現在の人数である。 

 

イ  特記事項 

平成 10 年 4 月１日から課長級以上の職員について、管理職手当の 10％とそれに対応す

る地域(調整）手当の減額支給を行っている。 

 

[２] 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成 1９年４月１日現在） 

 区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

医師 ４５．７歳  583,796 円 1,260,998 円 

看護師 ３８．７歳  326,432 円 544,917 円 

医療技術員 ４１．５歳 376,372 円 635,012 円 

事務員 ４１．５歳 373,004 円 609,818 円 

貝塚市 

労務員 ３８．５歳 324,103 円 500,575 円 

医師 ４３．０歳 564,908 円 1,294,193 円 

看護師 ３７．０歳 293,387 円 473,921 円 

市町村平均 

事務員 ４４．２歳 356,684 円 552,044 円 

 （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

 

 



 

[３] 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 
   貝塚市（病院） 貝塚市（一般行政職） 

１人当たり平均支給額（1８年度）                    

1,774  千円 

１人当たり平均支給額（1８年度）                  

1,796  千円 

（１８年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

３．０月分   １．４５ 月分 

(１．６)月分  ( ０．７５)月分 

（１８年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

３．０ 月分   １．４５ 月分 

(１．６)月分  (０．７５) 月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算     5～20％ 

管理職加算  10～20％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算     5～20％ 

管理職加算  10～20％ 

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

イ 退職手当（平成 1９年４月１日現在） 
貝塚市(病院）    貝塚市（一般行政職） 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 

勤続 20 年   23.50 月分    30.55 月分 

勤続 25 年   33.50 月分    41.34 月分 

勤続 35 年   47.50 月分    59.28 月分 

最高限度額    59.28 月分    59.28 月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置(2～20%加算) 
1 人当たり平均支給額 

（自己都合） （勧奨・定年） 

4,334 千円 29,607 千円  

（支給率）    自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年   23.50 月分    30.55 月分 

勤続 25 年   33.50 月分    41.34 月分 

勤続 35 年   47.50 月分    59.28 月分 

最高限度額    59.28 月分    59.28 月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置(2～20%加算) 
1 人当たり平均支給額 

（自己都合） （勧奨・定年） 

7,967 千円 26,673 千円  

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、1８年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額で

ある。 

 

 ウ 地域手当（平成 1９年４月１日現在） 
支 給 実 績（１８年度決算）          93,031 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（18 年度決算）             376,632 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

 貝塚市全域 (医師)   １３％       ３２人 ― 

 貝塚市全域 (その他)   ７％ ２１７人 (その他)      ７  ％ 

 

（２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）  

貝塚市全域 ６    ％ ６     ％ 

（注） 国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き下げる

こととしている。 

 

 

 

 



エ 特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在） 

支給実績（1８年度決算） 39,816 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（1８年度決算） 206,659 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（1８年度） 66.4％ 

手当の種類（手当数） ４ 

手当の名

称 

主な支給対象

職員 

主な支給対象業務 左記職員に対する支

給単価 

放射線作

業従事手

当 

医師・看護

師・准看護

師・技師  

放射線の撮影等の作業に従事したとき  １日 230 円（半日

115 円） 

助産手当  助産師  分娩介助に従事したとき  1 件 300 円  

夜間看護

手当 

医師・看護

師・准看護

師・技師  

・正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が深夜に

おいて行われるとき。 

・救急患者に対処するため呼び出しを受け、正規の勤務

時 間以外の時間において 手術 等の業務に 1 時間以

上従事 したとき。 

・救急業務に備えるため、あらかじめ貸与する通信端末

を携帯し、自宅待機を命じられたとき。 

準夜    1 回 

2,900 円 

深夜    1 回 

3,300 円 

救急呼出 

医師管理職   

１回 10,000 円 

その他管理職 

１回  4,000 円 

その他      

１回  1,240 円 

 

待機 

平日 1,000 円 

土曜 1,500 円 

日祝日 2,000 円 

年末年始

勤務手当  

全職員  年末年始（12/30～1/4）に勤務したとき  勤務 1 時間につ

き 1,000 円  

 

 オ 時間外勤務手当 

支給実績（1７年度決算）           166,613 千円 

職員１人当たり平均支給年額（1７年度決算）           898,990 円 

支給実績（1８年度決算）           154,304 千円 

職員１人当たり平均支給年額（1８年度決算）           849,768 円 

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当及び夜間勤務手当を含む。 

 

 カ その他の手当（平成 1９年４月１日現在） 
手 当 名 内容及び支給単価  一般

行政

職の

制度と

の異

同 

一般行政

職の制度

と異なる

内容 

  支給実績 

（１８年度決

算） 

支給職員１人

当たり 平均支

給年額 
（１８年度決

算） 

扶養手当 配偶者         13,000 円 

配偶者以外         6,000 円 

1 人(配偶者非扶養)     6,500 円 

1 人(配偶者なし)     11,000 円 

特定期間の加算    5,000 円 

同じ   23,668 千円 186,117 円 



住居手当 自宅(持家) 2,500 円 

借家・貸間 家賃の 1/2 の額 

(上限 27,000 円) 

一律支給分 6,000 円  

同じ   38,557 千円 156,789 円 

通勤手当 片道 2 ㎞未満については支給対象外 

自動車(交通用具) 

2～4km 2,950 円 (2,000 円)

4～6km 4,450 円 (3,000 円)

6～8km 5,900 円 (4,000 円)

8～10km 7,350 円 (5,000 円)

10～12km 8,850 円 (6,000 円)

12～14km 10,300 円 (6,000 円)

14～16km 11,750 円 (6,000 円)

16～18km 13,250 円 (6,000 円)

18～20km 14,700 円 (6,000 円)

20～ 16,200 円 (6,000 円)

交通機関等 

運賃相当額(６箇月定期代)  

同じ   20,629 千円 128,264 円 

医師初任

給調整手

当 

基準日 当該年度の 4 月 1 日 

16 年未満    107,300 円 

16～17 年    210,700 円 

17～18 年    214,100 円 

18～19 年    217,600 円 

19～20 年    221,000 円 

20～21 年    227,200 円 

21～22 年    237,100 円 

22～23 年    247,400 円 

23 年以上    259,300 円 

※副部長以下は、16 年未満を適用する。 

※加算（月額） 

16 年以上の医療職２級の職員が通常勤務

時間外において診療業務を行った場合の

加算 

10 時間以上 20 時間未満 

          25,000 円 

20 時間以上 30 時間未満 

          75,000 円 

30 時間以上 

         125,000 円 

異な

る 

該当手

当なし 

98,581 千円 2,694,691 円 

管理職手

当 

・医師 

 院長    月額 80,100 円 

 副院長   月額 70,200 円 

 診療局長 月額 60,300 円 

 部長    月額 50,400 円 

・看護師 

 参与    月額 60,300 円 

 看護部長 月額 50,400 円 

 副部長   月額 43,200 円 

異な

る  

一般行

政職に

は医師

の定め

がない。 

31,642 千円  554,310 円 



 看護師長 月額 37,000 円 

・医療技術員 

 技師長   月額 43,200 円 

 副技師長 月額 37,000 円 

 室長    月額 43,200 円 

 副室長   月額 37,000 円 

 部長    月額 50,400 円 

 副部長   月額 43,200 円 

 主幹     月額 37,000 円 

・事務員 

 事務局長 月額 60,300 円 

 課長    月額 43,200 円 

 課長補佐 月額 37,000 円 

宿日直手

当 

・医師 

 平日（当直）    20,000 円 

 土曜（半＋当直） 30,000 円 

 土曜（日＋当直） 40,000 円 

日祝日（日＋当直） 40,000 円 

※加算（1 件につき） 

 外来初診(内科・小児科） 

  通常    2,300 円 

  休日    2,400 円 

  深夜    3,550 円 

 外来再診(内科・小児科） 

  通常    1,800 円 

  休日    1,850 円 

  深夜     3,000 円 

 外来初診（その他の科） 

  通常     850 円 

  休日    1,250 円 

  深夜    2,400 円 

 外来再診（その他の科） 

  通常     650 円 

  休日     950 円 

  深夜    2,100 円 

入院加算   3,000 円 

分娩加算  10,000 円 

・看護師、医療技術員 

［管理職］ 

 平日（当直）     6,400 円 

 土曜（半＋当直）  9,600 円 

 土曜（日＋当直） 12,800 円 

日祝日（日＋当直） 12,800 円 

［管理職以外］ 

 平日（当直）     4,200 円 

 土曜（半＋当直）  6,300 円 

 土曜（日＋当直）  8,400 円 

日祝日（日＋当直） 8,400 円 

異な

る 

  30,307 千円 402,747 円 

 



[４] 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 

ア 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 
平成 17 年 4 月 1 日 

職員数 

平成 22 年 4 月 1 日 

 職員数 

純減数 純減率 

２５０    人 ２６５    人 △１５ 人 △６ ％ 

 
  イ  定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 
→6(3)[２]の参考を参照 


